
一　は じ め に

刑事裁判は，犯罪の解明と犯人の処罰を究極の目標とし（刑訴１条），

犯罪事実は証拠によって証明されるべきこととされている（刑訴３１７条）。

犯罪事実の解明に用いられる証拠は，証拠能力によって訴訟への持ち込み

が規律されるが，これに加えて，証拠偽造（刑１０４条）や偽証（刑１６９条）

の行為に対して刑事制裁が加えられることをもって，証拠そのものの真実

性が担保されるべきこととされている。

このような刑法上の証拠の真正担保に向けた規定において，例えば他人

の刑事事件に関して虚偽の物的証拠を作出した場合は証拠偽造罪に該当す

ること，及び，宣誓した証人が虚偽の陳述を行った場合は偽証罪に該当す

ることは自明である。では，参考人が捜査段階での取調べ（刑訴２２３条）

に際して虚偽の供述を行い，その供述録取書という証拠が作出された場合，

どのように擬律されるべきか。具体的には，日本の刑事訴訟法上，捜査段

階における参考人聴取の場面で供述者に宣誓をさせる規定がないことから
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偽証罪に問えないとしても，証拠偽造罪の成立を認めることができないか

が問題となる。この問題について，従来，判例及び刑法学理上，問題状況

を分析し，それぞれの類型について検討が行われてきた。そして，近時，

最高裁で重要な判断が示されるに至っている。

本稿は，従来の判例及び刑法学理における議論を整理し，近時の最高裁

判例を分析した上で，刑事訴訟法理論の観点から一考察を加えるものであ

る。

二　裁判例の動向

参考人が公判外で虚偽の供述を行った場合の可罰性について，裁判例は，

次の３つの類型に分けて展開されてきた。

１．参考人が内容虚偽の供述書を作成した場合（第１類型）

本類型は，下級審裁判例において，証拠偽造罪の成立が認められてきた。

例えば千葉地裁昭和３４年判決� は，弁護人であった被告人がＡ，Ｂ両名

にかかる被疑事実を隠蔽しようと企てて，参考人に内容虚偽の事実を記載

した上申書を作成して検察官に提出させたという事案について，特段の理

由説明なく，証拠偽造教唆罪の成立を認めた。

また，東京高裁昭和４０年判決� は，捜査中の被疑事件について参考人と

して検察官から上申書の作成・提出を求められた者が，虚偽の内容を記載

した上申書を作成して検察官に提出したという事案について，「刑法第１０４

条は，捜査裁判等国の刑事司法の作用が誤りなく運用されることを期して

設けられた規定であることは明らかであるから，……所論のようにたとえ
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虚偽の内容を記載した文書の作成名義にいつわりがなく又その文書の作成

が口頭による陳述に代えてなされた場合であるとしても，本件のように参

考人が虚偽の内容を記載した上申書を作成しこれを検察官に提出すれば，

刑法第１０４条にいう証憑を偽造使用したことになると解するのが，判例に

したがい現実に即した妥当な解釈といわざるを得ない」として，やはり証

拠偽造罪の成立を認めた。本判決は，この判示を導く上で，大審院判例を

引用し，「同条にいわゆる証憑とは，刑事事件が発生した場合捜査機関又

は裁判機関において国家刑罰権の有無を断ずるに当り関係があると認めら

れるべき一切の資料を指称し，あらたな証憑を創造するのは証憑の偽造に

該当する」�，「民事原告である被告人の虚偽の請求を民事被告が認諾した

旨記載した口頭弁論調書のようなものは，同被告人の犯罪の成否態様を判

定する資料たるべき物的材料であることはもちろんであつて，右民事被告

が情を知らない裁判所書記を利用しこのような虚偽の内容を有する口頭弁

論調書を作成させるのは，いわゆる証憑を偽造したものとなすを妨げな

い」� という命題から結論付けている。 

２．参考人が捜査機関に対して虚偽供述をした場合（第２類型）

他方，本類型は，判例において，一般に証拠偽造罪の成立が否定されて

きた。

例えば，大審院大正３年判決は，「証憑湮滅ノ罪ニ付キ所謂証憑ノ偽造

トハ証拠自体ノ偽造ヲ指称シ証人ノ偽証ヲ包含セサルコト勿論ナリ」�（下

線，筆者）として，それ以上に理由を述べることなく結論付けている。そ

して，この結論は，以後の判例においても踏襲されている�。最高裁も，
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昭和２８年判決� において，「証憑の偽造というのは証拠自体の偽造を指称し

証人の偽証を包含しない」として，大審院時代の判例を引き継いでいる。

ただし，いずれの事例も，被疑者・被告人が参考人に虚偽供述を教唆し

たという事案で，自己の刑事事件に関する証拠偽造に該当するのだから不

可罰であるとの主張を排斥するために，つまり偽証教唆罪に該当すること

を肯定する前提として，証拠偽造には当たらないとされている点には注意

が必要である。前掲最高裁昭和２８年判決も，はっきりと，「自己の被告事

件について他人を教唆して偽証させた場合に右規定の趣旨から当然に偽証

教唆の責を免れるものと解することはできない」� と判示している。

３．参考人が内容虚偽の供述をして，その供述調書が作成された場合

（第３類型）

以上のとおり，第１類型は証拠偽造罪に該当するが，第２類型は該当し

ないということで，判例の見解は一致している。これに対して，本類型は，

次のとおり見解が分かれてきた。

まず，大審院昭和１２年判決� は，民事事件の被告が他人の刑事被告事件

の証拠に供せられるべきことを認識しながら，口頭弁論で虚偽の供述を行

い，その情を知らない裁判所書記をして内容虚偽の口頭弁論調書を作成さ

せたという事案について，証拠偽造罪の成立を認めた。大審院は，その理

由中で，口頭弁論調書は，刑事被告人の犯罪の成否態様を判定する資料た

るべき物的材料であることを認めた上で，右結論を導いている。

これに対して，千葉地裁の平成７年及び平成８年の二判決は，はっきり

と証拠偽造罪の成立を否定した。本件は，覚せい剤取締法違反で勾留中の
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刑事被告人Ｘが同房者Ｙに自己に有利となるよう虚偽の供述を依頼し，こ

れに応じてＹが担当検察官に虚偽の供述を行い，検察官調書を作成させた

という事件である。まずＹに対する平成７年判決� は，第２類型に掲記し

た諸判例を引用して「参考人が捜査官に対して虚偽の供述をすることは，

それが犯人隠避罪に当たり得ることは別として，証憑偽造罪には当たらな

い」とした上で，当該供述について調書が作成された場合も，「それが証

憑偽造罪を構成することはあり得ない」として，証拠偽造罪の公訴事実に

ついて無罪とした。そして，Ｘに対する平成８年判決� も，証拠偽造教唆

の公訴事実について無罪とした上で，次の４点にわたり，その理由を判示

した。第１に，この類型で証拠偽造罪の成立を認めると刑法が虚偽供述の

可罰性を「偽証」罪に限定した趣旨が損なわれること，すなわち，捜査官

等が作成した供述録取書に署名押印した場合を含めると，捜査官，弁護人

の簡単な事情聴取や単なる私人間の話を除いては，虚偽供述の大半は何ら

かの証拠方法に転化し，証拠偽造罪の対象となってしまう。第２に，供述

調書における署名押印が偽造に当たるかという点について，署名押印は録

取内容の正確性を承認する意義を有しているにすぎず，供述内容が調書に

正確に録取されている限りそれ自体に虚偽性はない。第３に，第２類型に

関する最高裁昭和２８年判決は，被告人自身による偽証教唆を肯定する上で，

虚偽供述はもちろん，それに基づいて手続上当然に尋問調書が作成された

場合も含めて，供述者に証拠偽造罪の成立を認めないことを前提にしてい

る。そして第４に，証拠偽造罪の成立を認めると取調べ等に及ぼす弊害が

大きいこと，つまり，捜査官等は，自己の見解と異なる内容の供述録取書

が完成すれば，それによって参考人が証拠偽造罪を犯したと認識すること

になってしまう。
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４．最高裁平成２８年決定

このような状況の中，最高裁� は，近時，形式的には第３類型に該当す

る事案について，重要な判断を示した。本件は，被告人が，知人Ａと共に

警察署を訪れ，同署刑事課組織犯罪対策係所属のＢ警部補及びＣ巡査部長

から，暴力団員である知人のＤを被疑者とする覚せい剤取締法違反被疑事

件について参考人として取り調べられた際，Ａ，Ｂ警部補及びＣ巡査部長

と共謀の上，Ｃ巡査部長において，「Ａが，Ｄが覚せい剤を持っているの

を見た。Ｄの見せてきたカバンの中身をＡがのぞき込むと，中には，ティッ

シュにくるまれた白色の結晶粉末が入った透明のチャック付きポリ袋１袋

とオレンジ色のキャップが付いた注射器１本があった」などの虚偽の内容

が記載されたＡを供述者とする供述調書１通を作成したという事案である。

本件第１審判決の時点で，既にＡだけでなく，警察官両名にも有罪判決が

下されるという，異常な事態に至っていた。

第１審� では，主として共謀及び故意が争点となったが，裁判所は，被

告人の関与は本件証拠偽造の実現に大きく貢献するものというべきである

として，被告人を有罪とした。控訴審� も，「本件は，参考人が情を知らな

い捜査官Ｃをして内容虚偽の供述調書を作成させたというのではなく，本

件供述調書は，その実態において，供述調書の形式を利用して，被告人ら

４名が共同して創作した内容を書面化したものというべきである。このよ

うな本件の事実関係の下では，本件供述調書は，参考人が事情を知らない

捜査官にした虚偽供述を録取した供述調書と同視することは到底できない」

として，被告人の控訴を棄却した。

被告人がさらに上告したところ，最高裁は，次のとおり判示し，上告を
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棄却した。すなわち，「他人の刑事事件に関し，被疑者以外の者が捜査機

関から参考人として取調べ（刑訴法２２３条１項）を受けた際，虚偽の供述

をしたとしても，刑法１０４条の証拠を偽造した罪に当たるものではないと

解されるところ（引用判例略），その虚偽の供述内容が供述調書に録取さ

れる（刑訴法２２３条２項，１９８条３項ないし５項）などして，書面を含む記

録媒体上に記録された場合であっても，そのことだけをもって，同罪に当

たるということはできない。〔原文改行〕しかしながら，本件において作

成された書面は，参考人ＡのＣ巡査部長に対する供述調書という形式を

とっているものの，その実質は，被告人，Ａ，Ｂ警部補及びＣ巡査部長の

４名が，Ｄの覚せい剤所持という架空の事実に関する令状請求のための証

拠を作り出す意図で，各人が相談しながら虚偽の供述内容を創作，具体化

させて書面にしたものである。〔原文改行〕このように見ると，本件行為

は，単に参考人として捜査官に対して虚偽の供述をし，それが供述調書に

録取されたという事案とは異なり，作成名義人であるＣ巡査部長を含む被

告人ら４名が共同して虚偽の内容が記載された証拠を新たに作り出したも

のといえ，刑法１０４条の証拠を偽造した罪に当たる」。

三　学理の状況

１．第１類型，第２類型について

学理においても，判例同様，第１類型は証拠偽造罪に該当するとしつつ，

第２類型は該当しないとする見解が有力である。

�第２類型について証拠偽造罪に該当しないとする見解（消極説）は，

①刑法１０４条にいう「証拠」は証拠方法に限られ，供述そのものの証拠資

料は含まれない，②宣誓した証人に限り偽証罪（刑１６９条）で処罰される，

③偽証罪における自白減免規定（刑１７０条）がそれよりも軽い証拠隠滅等
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罪にはなく不均衡である，④虚偽供述を強要する場合に限り証人威迫罪

（刑１０５条の２）が適用されるにとどまる，という点を挙げている�。

これに対して，積極説� は，本類型の場合も証拠偽造罪に当たるという。

その理由として，上記消極説への反論の形で，①′証拠方法と証拠資料と

で可罰性に違いはない，②′より重い偽証罪に該当しないから軽い証拠偽

造罪に該当しないとはいえない（両罪は特別法と一般法の関係にある），

③′刑事政策的に重い犯罪にのみ減免規定を設けることはあり得る，④′証

拠偽造罪と証人威迫罪とは規定の趣旨が異なる，といった点が挙げられて

いる。

�他方，判例に反して，第１類型についても消極に解する見解も有力で

ある。このような見解は，第３類型でも同様に解するため，その理由は後

述する。

これに対して，学理上も，第１類型の場合には証拠偽造罪に該当すると

する見解が多数を占める。この点，第２類型を積極に解する見解からは必

然的に同様の結論が導かれるが，消極に解する見解からも，第１類型のよ

うに供述者が供述書を作成し，提出した場合には積極に解する見解（二分

説）� もみられる。すなわち，供述書の作成・提出は内容上の明確性，確実

性などの点で単なる供述の場合と異なり，自ら文書を作成した行為者にお

いて不真正の証拠を作出したと解釈できるのであり，それによっても捜査
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段階での取調べ行為に対する萎縮効果は小さいというのである。

２．第３類型について

�以上の状況において，学理においても，千葉地裁の二判決が第３類型

について証拠偽造罪の成立を否定したことを受けて，本類型に関する議論

が高まった。

まず，第２類型の積極説からは，本類型においても当然に証拠偽造罪に

該当するとの結論に至る。加えて，第２類型の消極説からも，供述調書が

作成されるに至った場合には証拠偽造罪に該当するという見解がみられる。

すなわち，供述調書は供述自体とは異なって物理的存在であることから証

拠に該当し，虚偽内容の調書を作成させることが偽造に当たるというので

ある�。このような見解は，従来，第２類型と第１類型との間で証拠偽造

罪の成否の違いを認めてきたものが，実質的に，第１類型に限らず第３類

型をも含めて書面化の有無に可罰性の違いを求めるものといってよい�。

これに対して，千葉地裁二判決の結論を支持し，第３類型においても証

拠偽造罪に当たらないとする見解が有力である�。ここでは，千葉地裁平

成８年判決が示した理由に加えて，証拠方法と証拠資料との区別や，供述

調書は供述内容をそのまま録取するものであることから，供述者の署名押

印はその確認にすぎず，偽造行為が認められないといった点が理由とされ

ている。
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�　今井猛嘉他〔今井猛嘉〕『刑法各論』（有斐閣，リーガルクエスト第２版，２０１３

年）４３４頁。山口厚編〔深町晋也〕『クローズアップ刑法各論』（成文堂，２００７

年）１０５頁以下は，刑法１０４条の「証拠」は公判廷に顕出されるものに限定され

るとの理解から，捜査段階における参考人供述は証拠偽造罪には当たらず，公

判供述に限られるとする。

�　只木（前掲注�）２５７頁。

�　松宮孝明「捜査機関に対する参考人の虚偽供述と証拠隠滅罪」立命２４６号４０頁

など。



�そして，学理におけるこの見解の対立は，最高裁平成２８年決定の評価

にもつながっている。

本決定の評釈類において，従来積極説に立つ論者からは，証拠偽造罪の

文理解釈や当罰性の高さから当然の結論とする見解�，従来消極説が根拠

としてきた供述の危うさや取調官との対向的な緊張関係といった事情は認

められないとして本事案の特殊性を強調する見解� などがみられる。

これに対して，学理上，なおも消極に解して本決定の結論を批判する見

解もみられる。例えば，司法作用への影響は偽証罪に匹敵するとはいえな

いとする見解� や，本決定は第１類型に該当することを前提とした判断で

あり第３類型は依然として消極に解することを明示したものであるとする

見解� がみられる。

四　若干の考察

以上の判例・学理の議論状況を踏まえて，若干の考察を行う。ここでは，

実体法的視点と，訴訟法的視点とに分けて検討することが適当である。

１．実体法的考察

�　最高裁平成２８年決定の意義

まず，前掲最高裁平成２８年決定は結論として証拠偽造罪の成立を認めた
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�　保坂和人・警論６９巻７号１４９頁。

�　十河太朗・刑ジャ５０号１１４頁（同・平２８重判１７８頁）は，第２類型でも積極に

解することを前提に，本事案の特殊性を挙げてもはや消極説が妥当しないとす

る。同様に，前田雅英・捜研６５巻６号５３頁，成瀬幸典・法教４３０号１５２頁も，本

事案の特殊性を強調する。

�　門田成人・法セミ７３８号１２５頁。

�　永井善之・金法５９巻１号７７頁。なお，永井は，取調官において虚偽公文書作

成罪が成立し，本件被告人にその共犯が成立する可能性を認める。



ものであるが，判示内容に照らして，この問題に関する意義が明らかにさ

れなければならない。本件は，確かに，事実を形式的にみれば参考人が警

察の取調べに際して虚偽の供述を行い，それが供述調書に録取されたもの

であるため，第３類型に該当する。しかし，実態は，本決定が示すとおり，

「単に参考人として捜査官に対して虚偽の供述をし，それが供述調書に録

取されたという事案とは異なり，作成名義人であるＣ巡査部長を含む被告

人ら４名が共同して虚偽の内容が記載された証拠を新たに作り出したもの」

である。すなわち，「本件供述調書は，参考人が事情を知らない捜査官に

した虚偽供述を録取した供述調書と同視することは到底できない」（本件

控訴審）ものであり，第３類型には該当しないものであった。その点で，

第３類型が証拠偽造罪に当たらないとする実質的な理由，つまり，取調官

と供述者との間の対向的な緊張関係が欠けるのであり�，もはや第１類型

に等しいものである�。

このように考えると，本決定が第３類型について証拠偽造罪に当たらな

いとした判示部分は，これを傍論とする見解� もあるが，本件が第３類型

に該当しない（黙示的に第１類型に該当する）ことを理由に証拠偽造罪の

成立を認めたとすると，今後の同種事例に向けた先例，つまり判例として

の意味を持つものである。

そうすると，実体法的には，第３類型と第１類型との間で証拠偽造罪の

成否が分かれることとなる。それゆえ，両類型の可罰性の差異をどう理解

するかが問題となる�。なお，第２類型は偽証罪の場合のみ可罰的であり，

証拠偽造罪には該当しないとする点は，実体法的には構成要件の規定上の
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�　十河（前掲注�刑ジャ）１１９頁。

�　永井（前掲注�）９１頁。

�　判例タイムズ１４３６号１１０頁・本決定匿名解説。

�　永井（前掲注�）９１頁。



理由が挙げられるのみである。この点は，供述の訴訟上の意義からの考察

が必要となるため，後述で検討する。

�　第１類型と第３類型の相違点

両類型は，第１に，書面（＝証拠）の作成主体に違いが認められる。す

なわち，第１類型は供述者本人であるが，第３類型は取調官である。そし

て，この点が，偽造行為の理解にも違いをもたらせている。すなわち，偽

造行為が文書偽造罪のような有形偽造に限定されるとの見解� をとらず，

無形偽造（＝内容虚偽）のものも含むと解したとしても，第１類型の場合

は偽造行為と認められるのに対して，第３類型では，供述録取という性質

上，取調官は供述者の供述をそのまま録取すれば足り，その点に偽造行為

性を認めることはできない。また，供述者が調書に署名押印する点も，そ

れは自身が供述したことが調書に正しく録取されていることを示すもので

あって，供述内容が真実であることを保障すべきものではなく，やはり，

そこに偽造行為性を認める余地はない。

ただし，取調官が供述者の供述内容について明らかに虚偽であることを

認識しつつ，なおもその虚偽であることを奇貨としてこれを利用する意思

で調書を作成する場合は異なる。最高裁平成２８年決定の事案なども，同様

である。このような場合，もはや第１類型と同様の状況が生じており，そ

の点で内容虚偽の新たな証拠が作出されたものと認めて，証拠偽造罪が成

立すると解される。ただし，このような結論の前提として，取調官におい

て未必の故意では足りず，確定的な故意が求められるべきである。取調官

は，取調べに際して供述者が必ずしも全て真実を供述するとは限らないと

いう前提で，取調べに際してその矛盾点などを確認しつつ供述を録取する

ものであるが，その際に，供述内容の虚偽性にいささかの疑いも抱いては
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�　松宮（前掲注�）４７頁。



ならないとすると，捜査における取調べとその供述録取がおよそ困難なも

のとなってしまうからである。この点は，前掲千葉地裁平成８年判決も指

摘していたとおりであり，最高裁平成２８年決定の事案との比較からも，確

定的故意を要求するということで調整が図られるべきであろう。

なお，証拠偽造罪も有形偽造に限るとして，第１類型においても証拠偽

造罪に該当しないとする見解から，最高裁平成２８年決定のような事案では，

取調官において虚偽公文書作成罪（刑１５６条）が成立する可能性が示され

ている�。これは，証拠偽造罪の場合も有形偽造に限られるとする前提は

ともかく，論理的に一貫する見解である。ただし，この場合も，取調官に

は確定的故意が要求されるというべきであろう。また，これに関連して，

第１類型を証拠偽造罪とする見解からは，文書に限り，文書偽造罪と証拠

偽造罪とは，前者が一般法，後者が特別法と解することになるであろう

（法定刑は前者の方が重いとしても）。したがって，私人である参考人が公

務員である取調官の内容虚偽の文書作成に関与する場合，間接正犯類型と

しては，一般法である公正証書原本不実記載罪（刑１５７条）に当たらない

限り，虚偽供述のみをもってその情を知らない取調官をして内容虚偽の公

文書を作成させたとしても（つまり第３類型の場合），特別法にかかる間

接正犯類型を捕捉する規定がないため，証拠偽造罪には当たらない，と結

論付けることになる。

２．訴訟法的考察

以上の実体法的考察による，類型ごとの証拠偽造罪該当性の違いについ

て，訴訟法的観点から裏付けてみよう。 
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�　永井（前掲注�）９２頁。



�　第２類型について

第２類型は，実体法上，判例ではことごとく証拠偽造罪に当たらないと

されてきたが，その理論的説明はなされてこなかった。他方，刑法学理上，

証拠は証拠方法に限るとし�，証拠資料である供述自体を処罰するのは偽

証罪に限られるとの説明がなされてきた。

この点，訴訟法的観点からみると，偽証罪処罰を前提にすれば，可罰性

において証拠方法と証拠資料とで違いはない。確かに，大局的な観点から

の批判はみられるが�，刑事訴訟の実態として伝聞書面の活用及び重要性

に鑑みると，双方の違いを重視することはできない。その意味で，参考人

が供述のみを行った場合と，供述書を作成した場合とで（つまり，第１類

型と第２類型とで）可罰性を区別することは，形式的にすぎない。

ただし，訴訟法上，供述自体が直ちに証拠となるのは公判等での宣誓供

述（刑訴３０４条，１４３条以下）に限られているが，供述書及び供述録取書

（刑訴３２１条１項３号）はその作成によって証拠として成立するのであり，

この点に可罰性の違いを見出すことができる。つまり，捜査段階での取調

べによって参考人が虚偽の供述をした場合，それだけで処罰されないのは，

供述が証拠資料だからではなく，まだこの段階では「証拠」が存在してい

ないからなのである。

�　第１類型と第３類型の相違について

では，参考人が虚偽の供述書を作成した場合（第１類型）に加えて，そ

の供述を録取した調書が作成された場合（第３類型）も証拠が作出された

ものであるとすると，両類型の可罰性の違いをいかに解すべきか。

参考人の供述書及び供述録取書は，いずれも伝聞書面として原則的に証

拠としての使用を禁止されるが（刑訴３２０条１項），証拠としての必要性と
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�　井田良『講義刑法学・各論』（有斐閣，２０１６年）５５９頁。

�　松宮（前掲注�）５１頁。



特信性を条件に例外的にその証拠能力を認められるものである（刑訴３２１条

１項）。この点で，双方の書面に違いがあるとすると，書面に記述された供

述内容の真正（信用性）について，それぞれの作成者にそれを担保するこ

とが求められていることである。すなわち，供述書の場合は，供述者がダ

イレクトに供述内容を書面に記載するのであり，供述者本人にその信用性

の担保が求められている。他方，供述録取書の場合は，供述者の供述を聴

き取った取調官が，その内容を吟味した上で，疑問点があれば更なる質問

を行って解消し，できる限り真実を追求するものとして作成されるべきも

のであり，したがって，取調官，つまり供述録取者に信用性の担保が求め

られている。それゆえ，警察官（刑訴３２１条１項３号），検察官（同２号），

裁判官（同１号）と進むにつれて，証拠としての許容要件が緩和されてい

るのである。この限りで，第１類型の場合，第３類型と異なり，供述者本

人に信用性の担保が求められており，これに反する形で内容虚偽の供述書

を直接的な形で作出した点に，証拠偽造罪の成立が認められるのである。

そして，このような理論構成からは，信用性の担保が求められる取調官

自身において，その権限を濫用する形で内容虚偽の供述調書を作成した場

合，いわばその取調官自身が新たに供述書を作出したのと同視でき，証拠

偽造罪の成立を認めることができる。これに当たるのは，最高裁平成２８年

決定のように取調官と参考人とが共謀して虚偽の供述内容を録取した場合

（この場合，供述者及びその協力者は共同正犯又は幇助犯）や，取調官が

単独で参考人名の供述を録取したような調書を作成した場合などである。

五　お わ り に

以上，本稿では，刑事実体法の判例及び学理で論じられてきた，参考人

の虚偽供述と証拠偽造罪との関係について，訴訟法的考察を踏まえた理論
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付けを試みた。偽証罪や犯人隠避等罪を含めて，刑事司法に対する犯罪類

型は，刑事手続法理論とも交錯する領域であるが，従来，必ずしも実体法

と手続法とにまたがる議論が十分なされてきたとはいえない。

その意味で，本稿は試論の域にとどまる点も多いが，今後の議論展開に

向けて一石を投じられたとすれば幸いである。
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